
平成２４年度税制改正（地方税）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ３１ 府 省 庁 名  厚生労働省             

対象税目 

個人住民税  法人住民税  住民税（利子割） 事業税  事業税（外形） 不動産取得税  固定資産税  事業所税 

その他（都市計画税、特別土地保有税、地方消費税その他の関連する税目（徴収規定等）） 

要望 

項目名 

子ども・子育て新システムの構築のための税制上の所要の措置 

（内閣府、文部科学省と共同要望） 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

 

○すべての子どもへの良質な成育環境を保障し、出産・子育て・就労の希望がかなう社会を実現することが
必要であり、子ども・子育てを社会全体で支援するために、事業ごとに所管や制度、財源が様々に分かれて
いる現在の子ども・子育て支援対策を再編成し、幼保一体化を含め、制度・財源・給付について、包括的・
一元的な制度を構築する。 
 

 

 

・特例措置の内容 

 

○平成 22年１月 29日に、関係閣僚を構成員とする「子ども・子育て新システム検討会議」が設けられ、子

ども・子育て新システムの議論が進められ、同年６月 29日に、全閣僚で構成する少子化社会対策会議（会

長：内閣総理大臣）において「子ども・子育て新システムの基本制度案要綱」が決定された。 

 

○「子ども・子育て新システムの基本制度案要綱」においては、「事業ごとに所管や制度、財源が様々に分

かれている現在の子ども・子育て支援対策を再編成し、幼保一体化を含め、制度・財源・給付について、包

括的・一元的な制度を構築する」とされており、これを踏まえ、学校教育法第１条の学校、児童福祉法に基

づく児童福祉施設及び社会福祉法に基づく第２種社会福祉事業に位置付ける方向で検討している総合施設

（仮称）に対して幼稚園・保育所と同等の税制措置を講ずることや新システムに位置づけられる給付や事業

等について必要となる税制上の所要の措置を講じることを要望する。 

 

○子ども・子育て新システムの今後の進め方については、「子ども・子育て新システムに関する中間とりま

とめについて」（平成 23年 7月 29日少子化社会対策会議（会長：内閣総理大臣））において、「平成２３

年度中に必要な法制上の措置を講じることとされている税制抜本改革とともに、早急に所要の法律案を国会

に提出する」とされた。 

 

 

 

 

 

関係条文 

 

 － 

 

減収 

見込額 
（初年度）   －  （ － ） （平年度）   －  （ － ）      （単位：百万円） 



 

要望理由 
⑴ 政策目的 

○すべての子どもへの良質な成育環境を保障し、出産・子育て・就労の希望がかなう社会を実現することが
必要であり、子ども・子育てを社会全体で支援するために、事業ごとに所管や制度、財源が様々に分かれて
いる現在の子ども・子育て支援対策を再編成し、幼保一体化を含め、制度・財源・給付について、包括的・
一元的な制度を構築する。 

 

⑵ 施策の必要性 

○現在の子ども・子育て支援対策を再編成し、幼保一体化を含め、制度・財源・給付について、包括的・一元的な
制度を構築することとしており、社会全体で子どもと子育てを支える体制を実現するためには、新システムの子
ども・子育て支援対策について、税制上の所要の措置を講じることが必要である。 

 

本要望に 

対応する 

縮減案 

－ 
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合

理

性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

基本目標Ⅲ 安心して子どもを産み育てられる社会を実現する 
施策大目標１ 新たな子ども・子育て支援のための制度の構築を推進し、子ども・子育て支援施策

の充実を図る 

施策中目標２ 地域における子ども・子育て支援策を推進する 

政策の 

達成目標 

 幼保一体化を含む子ども・子育て新システムの構築を進めることにより、社会全体で子ども・子

育てを支える体制を実現する。 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

－ 

同上の期間中

の達成目標 
－ 

政策目標の 

達成状況 
－ 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 
－ 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

 幼保一体化を含む子ども・子育て新システムの構築を進めることにより、社会全体で子ども・子
育てを支える体制を実現することができる。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

 保育サービス事業等に対する現行の税制上の特例措置。 

 国税においても同様の要望を行っている。 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

－ 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

－ 

要望の措置の 

妥当性 

 幼保一体化を含む子ども・子育て新システムの構築を進めることにより、社会全体で子ども・子

育てを支える体制を実現することができる。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 
－ 

税負担軽減措置等の

適用による効果（手段

としての有効性） 

－ 

前回要望時の 

達成目標 
－ 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の

理由 

－ 

これまでの要望経緯 平成 23年度税制改正要望を行い、要望の一部が平成 23年度税制改正大綱に記載された。 
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